
＜ 参 考 ＞ 

越前町新型インフルエンザ等対策行動計画概要 

５０ 

 

 

 

 

１感染拡大を可能な限り抑制し、生命および健康を保護する。 

２生活・経済に及ぼす影響が最小となるようにする。 

 

 

１ 実施体制  

・未発生期に、各健康福祉センター単位で、市町や郡・市医師会、医療機関等を交えて地域の 

実情に合った対策の検討を行う、新型インフルエンザ等対策地域調整会議に出席する。 

・庁舎内で副町長を本部長として対策会議を実施する。 

・海外発生期に政府対策本部が設置された場合、直ちに、県に準じて越前町新型インフルエンザ 

等対策本部を設置する。 (政府対策本部が廃止されたときは、町も廃止する。) 

 

２ 情報収集  

・新型インフルエンザ等の発生状況に応じて、サーベイランス体制を強化・縮小する。  

・国、県から、新型インフルエンザ等の発生状況等について随時情報収集する。  

・サーベイランスや国、県等から得た情報を対策に反映する。  

 

３ 情報提供・共有  

・新型インフルエンザ等の発生状況や予防、まん延防止に関する情報等を集約し、一元的に発信する。  

・新型インフルエンザ等発生時、町にコールセンターを設置し、町民の不安等に適切に対応する。  

 

４ 予防・まん延防止  

・手洗い、うがい、マスク着用、咳エチケット、人混みを避ける等の基本的な感染対策の普及を図る。 

・発生状況に応じて、不要不急の外出自粛や学校等の休校、施設の使用制限等の要請などのまん延防 

止策を周知する。 

 

５ 予防接種 

・政府対策本部の基本的対処方針に基づき、対策を実施する職員等に「特定接種」、住民に対し 

「住民接種」を実施する。  

① 郡医師会と連携し、体制を構築する。 

会場、医療従事者の確保、職員の確保、器具等の確保 接種者への通知方法(接種券等)   

② 住民接種の広報相談窓口を確保する。 

 

６ 医療・生活・経済の安定の確保 

・帰国者・接触者相談センターの周知をする 。 

・町民生活・経済の安定の確保 、全人口の２５％が罹患し、流行が８週間続くと想定されることを    

考慮し、町民生活・経済の安定のために対策を実施する。  

・埋火葬、遺体安置所の検討、遺体搬送のための手袋、不織布製マスク等を備蓄する。 

・要援護者対策の実施のため、要援護者の把握、その具体的手続きを決めておく。 

 

 

 

  

未発生期 

 

海外発生期 

県内未発生期 

 

県内発生早期 

 

県内感染期 

 

小康期 

 

実 

施 

体 

制 

 

・行動計画の作成および見直し 

・地域調整会議の出席 

・対策会議の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

・体制強化 

・対策本部の設置 

・事業継続計画の準備 

 

・基本的対処方針を基に対策を

実施 

 

・県内発生早期の体制を強

化 

 

・対策の評価・見直し  

・対策本部の廃止 

 

情

報

収

集 

 

・感染症等に関する情報収集 

・情報共有体制整備    

・通常のサーベイランス情報収

集 

 

 

 

 

・感染症等に関する情報収集 

・情報共有体制整備 

・通常のサーベイランス情報収集 

・学校サーベイランスの強化 

 

・感染症等に関する情報収集 

・情報共有体制整備 

・通常のサーベイランス情報収

集 

・学校サーベイランスの強化 

 

・感染症等に関する情報収

集 

・情報共有体制整備 

 

 

・感染症等に関する情報

収集 

・情報共有体制整備 

・通常のサーベイランス

情報収集 

・学校サーベイランスの

強化 

 

情 

報 

提 

供 

・ 

共 

有 

 

・感染対策等の周知 

・広報体制の整備 

 

 

 

 

 

・感染対策等の周知 

・広報体制整備 

・コールセンターの設置 

・国、県との情報共有 

 

・随時町民に情報提供  

・感染対策等の周知  

・コールセンターの体制強化 

・国、県との情報共有 

 

・随時町民に情報提供  

・感染対策等の周知  

・コールセンターの体制強

化 

・国、県との情報共有 

 

・感染対策等の周知、情報

提供 

・情報提供体制の評価  

・コールセンターの規模

縮小 

・国、県との情報共有 

 

予

防 

・

ま

ん

延

防

止 

 

・感染対策の実施 

・防疫措置、疫学調査等につい

て連携強化 

 

 

 

 

・感染対策の実施 

・濃厚接触者対策 

・防疫措置、疫学調査等について

連携強化 

 

 

・感染対策の実施 

・濃厚接触者対策 

・防疫措置、疫学調査等につい

て連携強化 

・不要不急の外出自粛の周知 

・学校等の施設使用制限の周知 

 

・感染対策の実施 

・防疫措置、疫学調査等に

ついて連携強化 

・不要不急の外出自粛の周

知 

・学校等の施設使用制限の

周知 

 

・感染対策の実施 

・防疫措置、疫学調査等に

ついて連携強化 

 

 

予 

防 

接 

種 

 

・予防接種（特定接種、住民接

種）体制の構築及び準備 

 

 

 

 

・特定接種の準備 

・特定接種の実施   

・特定接種の広報、相談 

・住民接種の準備 実施 

・住民接種の広報、相談 

 

・特定接種の実施   

・特定接種の広報、相談 

・住民接種の実施 

・住民接種の広報、相談 

・住民接種の有効性安全性にか

かる調査 

 

・特定接種の実施   

・特定接種の広報、相談 

・住民接種の実施 

・住民接種の広報、相談 

・住民接種の有効性安全性

にかかる調査 

 

 

・住民接種の準備 

・住民接種の実施 

・住民接種の広報 

相談 

・住民接種の有効性安全

性にかかる調査 

 

 

医 

療 

・ 

生 

活 

・ 

経 

済 

の 

安 

定 

の 

確 

保 

 

・埋火葬、遺体安置場所の検討 

・要援護者対策 

・物資及び資材の備蓄等 

・個人等での事前の準備の促進 

 

 

 

 

・帰国者・接触者相談センターの

設置の広報 

・帰国者・接触者外来の設置の広

報 

・埋火葬、遺体安置場所の確保 

・要援護者対対策 

 

 

 

 

 

・帰国者・接触者相談センター

の設置の広報 

・帰国者・接触者外来の設置の

広報 

・埋火葬、遺体安置 

・要援護者対策 

・生活物資等の価格の安定等 

・水の安定供給 

 

・帰国者・接触者相談セン

ターの廃止の広報 

・埋火葬の特例に基づく埋

火葬の実施 

・要援護者対策 

・生活物資等の価格の安蓄

等 

・水の安定供給 

 

・要援護者対策 

・講じた措置の縮小・中止

等 

対策の主要６項目 

新型インフルエンザ等対策の目的 

＜越前町新型インフルエンザ等対策行動計画の概要＞ 

緊急事態宣言がなされた場合 

(新型インフルエンザが国内で発生し、全国的にまん延し、国民の経済に甚大な影響を及ぼす恐れのある場合に政府対策本部長 

(内閣総理大臣)が宣言する。     

各段階において、特措法に基づく対策(ゴシック体)を実施 

各発生段階における主要６項目別の主な対策 


